
【機密性２】
建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会について

１．趣旨

○ 建設業における社会保険加入の推進については、平成２４年より「社会保険未加入対策推進協議会」、
平成２９年より「建設業社会保険推進連絡協議会」を開催し、行政、学識、建設業関係団体が連携して、
社会保険加入対策に取り組んできたところ。

○ こうした取り組みを通じ、建設業における社会保険加入状況は着実に改善しているが、将来にわたり
建設業の担い手を確保していくためには、社会保険加入を含めた建設技能者の更なる処遇改善の取組が
必要。

○ 平成３０年３月、建設業における働き方改革を加速化するため、「長時間労働の是正」、「給与・社会
保険」、「生産性向上」の３つの分野における新たな施策をとりまとめた「建設業働き方改革加速化プロ
グラム」を策定。

○ 建設技能者の処遇改善は待ったなしの状況にあることから、建設業働き方加速化プログラムを踏まえ、
平成30年6月、「建設業社会保険推進連絡協議会」を発展的に改組し、社会保険加入の徹底に加えて、建設
キャリアアップシステムの普及推進や適切な賃金水準の確保など、同プログラムにおける「給与・社会保険」
の分野に関する取組を議題とする「建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会」を設置。関係者が連携して、
建設業における社会保険加入対策や処遇改善の取組を推進していく。

２．主な議題

社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及推進、建設技能者の適切な賃金水準の確保、
建設業退職金共済制度 など

４．その他

地方ブロック毎に設置している建設業社会保険推進・処遇改善地方連絡協議会において、地方における取組
の推進や浸透を図っていく。

３．構成団体等

次頁の通り

参考資料１
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構成団体等（五十音順）

（社会保険未加入対策推進協議会）
第１回：Ｈ２４年 ５月２９日 社会保険未加入対策の推進の申し合わせ、社会保険加入促進計画の作成依頼 など
第２回：Ｈ２４年１０月３１日 社会保険加入促進計画の公表、法定福利費の標準見積もりの取りまとめ など
第３回：Ｈ２５年 ９月２６日 社会保険加入促進計画のフォローアップ調査、標準見積書の一斉活用申し合わせ など
第４回：Ｈ２７年 １月１９日 社会保険未加入対策に関連する各種調査、法定福利費確保に向けた申し合わせ など
第５回：Ｈ２７年１２月１８日 社会保険未加入対策に関連する各種調査、未加入対策の強化に向けた申し合わせ など
第６回：Ｈ２８年 ５月２０日 目標年次である平成２９年度に向けた社会保険未加入対策の取組方針 など
第７回：Ｈ２８年１２月２１日 加入徹底の確認や目標年次到来以降の継続実施の必要性の共有 など

（建設業社会保険推進連絡協議会）
第１回：Ｈ２９年 ５月 ８日 平成２９年度の取組方針の発表 など
第２回：Ｈ３０年 １月１５日 社会保険加入対策に関連する調査、今後の取組の方向性の提示 など

（建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会）
第１回：Ｈ３０年 ６月２１日
社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及推進、建設技能者の適切な賃金水準の確保、建退共制度 など

第２回： Ｒ１年 ５月１５日
社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及促進、外国人材受入れ、建退共制度、協議会重点課題 など

第３回： Ｒ２年 ２月１８日
社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及促進、外国人材受入れ、建退共制度 など

第４回： Ｒ２年 ６月１５日
社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及促進、一人親方対策、協議会重点課題 など

第５回： Ｒ３年 ３月１９日
社会保険加入の徹底、建設キャリアアップシステムの普及促進、一人親方対策 など

オブザーバー（発注者団体）
(一社)全国住宅産業協会
(一社)日本ガス協会
(一社)日本経済団体連合会
(一社)日本建築士事務所協会連合会
(一社)日本自動車工業会
(一社)日本電機工業会
(一社)日本民営鉄道協会
(一社)不動産協会
(一社)不動産流通経営協会
(公社)全国宅地建物取引業協会連合会
(公社) 全日本不動産協会
(公社) 日本建築家協会
(公社) 日本建築士会連合会
(公社) 日本建築積算協会
電気事業連合会
日本商工会議所

オブザーバー（地方関係団体等）
全国市長会
全国知事会
全国町村会

建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会 構成団体等

学識経験者
蟹澤宏剛芝浦工業大建築学部教授 ◎

建設業団体（五十音順）
(一財) 中小建設業住宅センター
(一社) 建設産業専門団体連合会 ○
(一社) 建築開口部協会
(一社) 住宅生産団体連合会
(一社) 情報通信エンジニアリング協会
(一社) 全国基礎工事業団体連合会
(一社) 全国クレーン建設業協会
(一社) 全国建行協
(一社) 全国建設業協会 ○
(一社) 全国建設産業団体連合会
(一社) 全国コンクリート圧送事業団体連合会
(一社) 全国建設室内工事業協会
(一社) 全国タイル業協会
(一社) 全国ダクト工業団体連合会
(一社) 全国中小建設業協会
(一社) 全国鐵構工業協会
(一社) 全国道路標識・標示業協会
(一社) 全国特定法面保護協会
(一社) 全国防水工事業協会
(一社) 全日本瓦工事業連盟
(一社) 鉄骨建設業協会
(一社) 日本アンカー協会
(一社) 日本ウエルポイント協会
(一社) 日本ウレタン断熱協会
(一社) 日本運動施設建設業協会
(一社) 日本海上起重技術協会
(一社) 日本型枠工事業協会
(一社) 日本機械土工協会
(一社) 日本基礎建設協会
(一社) 日本橋梁建設協会
(一社) 日本金属屋根協会
(一社) 日本空調衛生工事業協会
(一社) 日本グラウト協会
(一社) 日本計装工業会
(一社) 日本建設業経営協会
(一社) 日本建設業連合会 ○

(一社) 日本建設軀体工事業団体連合会
(一社) 日本建設組合連合
(一社) 日本建築板金協会
(一社) 日本在来工法住宅協会
(一社) 日本左官業組合連合会
(一社) 日本サッシ協会
(一社) 日本シヤッター・ドア協会
(一社) 日本潜水協会
(一社) 日本造園組合連合会
(一社) 日本造園建設業協会
(一社) 日本タイル煉瓦工事工業会
(一社) 日本電設工業協会
(一社) 日本道路建設業協会
(一社) 日本塗装工業会
(一社) 日本鳶工業連合会
(一社) 日本トンネル専門工事業協会
(一社) 日本内燃力発電設備協会
(一社) 日本配管工事業団体連合会
(一社) 日本保温保冷工業協会
(一社) 日本屋外広告業団体連合会
(一社) 日本冷凍空調設備工業連合会
(一社) ビルディング・オートメーション協会
(一社) プレストレスト・コンクリート建設業協会
(一社) プレストレスト・コンクリート工事業協会
(一社) フローリング協会
(一社) マンション計画修繕施工協会
(公財) 建設業適正取引推進機構
(公社) 全国解体工事業団体連合会
(公社) 全国鉄筋工事業協会
(公社) 日本エクステリア建設業協会
消防施設工事協会
全国圧接業協同組合連合会
全国板硝子工事協同組合連合会
全国管工事業協同組合連合会
全国建設業協同組合連合会
全国建具組合連合会
全国ポンプ・圧送船協会
全国マスチック事業協同組合連合会
全日本板金工業組合連合会
ダイヤモンド工事業協同組合
日本外壁仕上業協同組合連合会
日本建設インテリア事業協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

建設業関係団体
(一財) 建設業振興基金
(一社) 就労履歴登録機構
建設業労働災害防止協会
(公財) 建設業福祉共済団
全国建設労働組合総連合
全国社会保険労務士会連合会
独立行政法人勤労者退職金共済機構
日本行政書士会連合会
日本建設産業職員労働組合協議会

行政関係機関
厚生労働省
労働基準局労働保険徴収課
職業安定局雇用保険課
職業安定局建設・港湾対策室
雇用環境・均等局勤労者生活課
保険局保険課全国健康保険協会管理室
年金局事業管理課

国土交通省
大臣官房会計課
大臣官房技術調査課
大臣官房官庁営繕部計画課
不動産・建設経済局建設業課
不動産・建設経済局建設市場整備課（事務局）
日本年金機構 厚生年金保険部

【
開
催
状
況
】
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建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会 規約

（名称）
第１条 本協議会は、建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会（以下「協議
会」という。）という。

（目的）
第２条 協議会は、行政、建設企業その他建設業に関わる者が一体となって建
設業における社会保険加入対策及び処遇改善の取組を進める上での課題、取
組方針等を協議するとともに、関係者の取組状況の定期的な情報共有を図る
ことにより、建設業における社会保険加入対策及び処遇改善の取組を総合的
かつ継続的に推進することを目的とする。

（活動内容）
第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。
一 社会保険加入対策及び処遇改善の取組を進める上での課題に関する意見
の交換
二 社会保険加入対策及び処遇改善に関する取組方針についての協議・確認
三 社会保険加入の徹底及び処遇改善の推進に向けた周知及び啓発
四 関係者の取組状況の情報共有及び意見の交換
五 その他協議会の目的を達成するために必要な活動

（構成員）
第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。
一 学識経験者
二 建設業者団体
三 建設工事の発注者で構成する団体
四 建設業に関係する団体（第二号及び第三号に掲げるものを除く）
五 厚生労働省
六 国土交通省
七 日本年金機構
八 その他協議会が必要と認める者
２ 前項第二号に掲げる構成員は、社会保険加入促進計画を作成し、協議会に
提出する。
３ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成
員となる。

（会長）
第５条 協議会に会長及び副会長５人以内を置く。
２ 会長は、学識経験者の中から互選によって選出する。
３ 会長は、協議会を代表し、運営を統括する。

４ 会長は、副会長を指名し、副会長のうち１名を会長代行に指名することが
できる。

５ 会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。

（副会長）
第６条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行
する。

２ 副会長の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。

（協議会の招集）
第７条 協議会の招集は、会長が行う。
２ 協議会は、年１回以上開催する。

（ワーキンググループ）
第８条 協議会の円滑な運営に資するため、協議会にワーキンググループを置
く。
２ ワーキンググループは、第４条第１項に掲げる構成員のうち、会長が指定
した者により組織する。
３ ワーキンググループは、必要があると認めるときは、前項に掲げた者以外
の者の出席を求めることができる。
４ ワーキンググループに関して必要な事項は、ワーキンググループにおいて
定める。

（事務局）
第９条 協議会の事務は、国土交通省不動産・建設経済局建設市場整備課が行
う。

（雑則）
第１０条 本規約に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、会長が
協議会に諮って定める。
２ 本協議会開催に係る諸謝金等の支払いについては、第４条第１項第１号に
掲げる者を除き行わない。

附 則

この規約は、平成２４年５月２９日より施行する。（平成２９年５月８日、
平成３０年６月２１日、令和３年３月１９日一部改訂）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

社会保険加入等に関する最新状況

参考資料２



社会保険加入状況調査結果について

労働者別・３保険別加入割合の推移

企業別・３保険別加入割合の推移

※企業別及び労働者別における「未加入」には、関係法令上社会
保険の加入義務のないケースも含んでいる。

○ 公共事業労務費調査（令和２年10月調査）における社会保険加入状況調査結果をみると、
・ 企業別の加入率は、雇用保険では99% ［対前年度比+0.1% ］ 、健康保険では99% ［対前年度比
+0.1% ］ 、厚生年金保険では99% ［対前年度比±0% ］

・ 労働者別の加入率は、雇用保険では95% ［対前年度比+0.8% ］ 、健康保険では92% ［対前年度比
+0.5% ］ 、厚生年金保険では89% ［対前年度比-0.2% ］

企業別

労働者別

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 94% 86% 86% 84%

H24.10 95% 89% 89% 87%

H25.10 96% 92% 91% 90%

H26.10 96% 94% 94% 93%

H27.10 98% 97% 96% 96%

H28.10 98% 97% 97% 96%

H29.10 98% 98% 97% 97%

H30.10 98% 98% 97% 97%

R01.10 99% 99% 99% 98%

R02.10 99% 99% 99% 99%

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 75% 60% 58% 57%

H24.10 75% 61% 60% 58%

H25.10 76% 66% 64% 62%

H26.10 79% 72% 69% 67%

H27.10 82% 77% 74% 72%

H28.10 84% 80% 78% 76%

H29.10 91% 89% 86% 85%

H30.10 93% 90% 88% 87%

R01.10 94% 92% 89% 88%

R02.10 95% 92% 89% 88%

99%

1%

＜雇用保険＞

加入
未加入

99%

1%

＜健康保険＞

加入
未加入

99%

1%

＜厚生年金＞

加入
未加入

99%

1% 0%
＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

95%

5%

＜雇用保険＞

加入 未加入

92%

8%

＜健康保険＞

加入

未加入（市町村国民健康保険加入者を含む）

89%

11%

＜厚生年金＞

加入

未加入（国民年金加入者を含む）

88%

8%
4%

＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入 1
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３保険加入割合

（元請・下請次数別）
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３保険加入割合（地方別）
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３保険加入率（元請・下請次数別）
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84.2%
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３保険加入割合（地方別）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

全国

社会保険加入状況の推移（地方別、元請・下請次数別）

○ 公共事業労務費調査（平成23年～令和2年）における３保険加入状況をみると、企業・労働者のいずれも加入割
合は上昇傾向にあるが、元請企業と比較して高次の下請企業は加入割合が低い傾向にある。

労働者別企業別

2



公共発注者による受注企業等を社会保険等加入業者に限定する取組状況

実施済（定期の競争参加資格審査等で確認） 未実施

国 １７（１７） ２ （２）

都道府県 ４７ （４７） ０ （０）

市区町村 １２３４（１２２９） ５０７ （５１２）

① 公共工事の元請企業を社会保険等加入業者に限定する取組

② 公共工事の下請企業を社会保険等加入業者に限定する取組

元請企業に対し
加入指導

許可行政庁へ
通報

社保担当部局へ
通報

指導・通報
体制なし

国 １４（１５） １０（１０） ３（３） ４（４）

都道府県 ４２（４１） ３６（３５） ２８（２８） ０（１）

市区町村 １１５１（１１２７） １１６（１１０） ７３（９４） ５３７（５４４）

元請企業に対し
加入指導

許可行政庁へ
通報

社保担当部局へ
通報

指導・通報
体制なし

国 １２（１３） ９（９） ３（３） ５（４）

都道府県 ３５（３７） ３２（３１） ２２（２２） ４（４）

市区町村 １０７０（１０５３） ８４（８１） ３７（４６） ６２８（６４０）

③ 社会保険等未加入業者への対応（１次下請業者）※複数回答 ④社会保険等未加入業者への対応（２次下請業者以降）※複数回答

全ての工事で、２次下請業者以
降も加入企業に限定

一定金額以上の工事で、２次下
請業者以降も加入企業に限定

全ての工事で、1次下請業者
まで加入企業に限定

一定金額以上の工事で、1次下
請業者まで加入企業に限定

対策未実施

国 ９ （９） ０ （０） ４ （４） ２ （２） ４ （４）

都道府県 ２９（２３） １ （１） １７ （２０） ０ （０） ０ （３）

市区町村 ２４２（１９８） ２９ （３５） ４９３ （４７７） １０３ （１００） ８７４ （９１８）

◯ 各公共発注者が公共工事を発注する際、受注企業等を社会保険等加入業者に限定する取組の実施状況及び社会保険
等未加入業者への対応策を調査。

◯ 都道府県では、二次以下請負業者も社会保険加入企業に限定する取組が進む一方、市区町村では一部の団体に
留まっている状況。

3

（出典）令和２年度入札契約適正化法に基づく実態調査(令和元年度実績）
※カッコ内は、前回調査結果（平成３０年度実績）

※市区町村は北方領土６村を除く



52.6%

54.6%

47.0%

50.1%

37.6%

40.2%

33.0%

32.5%

34.3%

32.2%

41.6%

40.2%

13.3%

12.0%

17.3%

16.2%

19.2%

17.8%

1.1%

0.9%

1.4%

1.6%

1.6%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

提出した 提出しなかった わからない その他

72.4%

68.1%

57.7%

59.9%

37.2%

63.6%

18.1%

20.9%

23.6%

29.1%

41.9%

22.7%

8.9%

10.0%

17.8%

10.1%

20.9%

13.6%

0.7%

1.0%

1.0%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

提出した 提出しなかった わからない その他

下請企業における法定福利費を内訳明示した見積書の提出状況

○ 直近の一現場（公共・民間）において、法定福利費を内訳明示した見積書の提出状況を調査
○ 公共工事では、一次下請で法定福利費を内訳明示した見積書を提出した工事の割合が７割を超えた。
○ 民間発注工事では、一次・二次下請で法定福利費を内訳明示した見積書を提出した工事割合が約５割となったが、

三次下請以降では約４割にとどまった。

公共工事

民間発注工事

一次下請

二次下請

三次下請以降

一次下請

二次下請

三次下請以降

出典：令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査 4
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61.9%

63.6%

51.7%

45.1%

48.9%

58.1%

18.0%

17.7%

23.8%

28.0%

23.4%

11.6%

2.9%
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4.3%

5.1%

4.3%

4.7%

1.9%

1.8%
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1.9%
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8.3%

9.9%

11.3%

8.5%

9.3%

5.2%

5.8%

6.6%

8.6%

8.5%

7.0%

0.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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令和元年度
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令和元年度

100％以上 80％以上～100％未満 50％以上～80％未満 20％以上～50％未満 0％以上～20％未満 わからない その他

70.4%

66.4%

58.3%

51.5%

62.5%

35.7%

15.3%

19.2%

19.2%

25.7%

18.8%

21.4%

1.5%

2.6%

2.5%

2.2%

1.2%

0.8%

2.5%

1.5%

6.3%

14.3%

6.8%

6.0%

10.8%

6.6%

6.3%

7.1%

4.3%

4.6%

5.8%

11.8%

6.3%

21.4%

0.4%

0.4%

0.8%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

100％以上 80％以上～100％未満 50％以上～80％未満 20％以上～50％未満 0％以上～20％未満 わからない その他

下請企業における法定福利費の受取状況

三次下請以降

二次下請

一次下請

一次下請

二次下請

三次下請以降

出典：令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

公共工事

○ 直近の一現場（公共・民間）において、法定福利費の受取状況を調査

○ 公共工事では、一次下請で、法定福利費をおおむね８０％以上受け取れた工事の割合が８割を超えたが、二次下請以降
に限定すると、約７割程度であった。

○ 民間発注工事においては、法定福利費をおおむね８０％以上受け取れた工事の割合は、一次・二次・三次下請以降の
いずれも、約７～８割程度であった。

民間発注工事
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81.3%

88.2%

65.8%

65.0%

52.3%

47.7%

9.9%

8.3%

18.8%

19.0%

28.3%

30.3%

7.5%

2.4%

14.1%

13.4%

15.6%

18.6%

1.2%

1.0%

1.3%

2.6%

3.9%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

明示した 明示しなかった わからない その他

62.0%

59.4%

37.1%

37.1%

21.7%

23.1%

47.4%

45.1%

13.8%

14.6%

13.9%

15.1%

2.4%

2.8%

1.5%

2.6%

0 20 40 60 80 100

令和2年度

令和元年度

令和2年度

令和元年度

明示した 明示しなかった わからない その他

発注者に対する請負代金内訳書における法定福利費の明示の状況

○ 直近の一現場（公共・民間）において、法定福利費を内訳明示した請負代金内訳書の活用状況について調査

○ 公共・民間発注工事別では、公共工事では約６割まで増加したが、民間工事では４割以下にとどまっている。

○ 公共工事の発注者別では、いずれも割合は増加しているものの、国や都道府県に比べて市区町村発注工事では割合が
低く、５割程度にとどまっている。

＜請負代金内訳書における法定福利費の明示＞

＜請負代金内訳書における法定福利費の明示（元請工事・公共工事・発注者別）＞

出典：令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

公共工事
（元請工事）

民間工事
（元請工事）

国

都道府県

市区町村
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職長 班長等 その他技能者 職長 班長等 その他技能者

元請 100.0% 87.6% 77.9% 99.8% 88.5% 78.8%
一次下請 98.4% 89.8% 79.2% 99.9% 89.2% 79.4%
二次下請 94.6% 82.5% 76.7% 99.3% 90.6% 78.0%
三次以降の下請 0.0 0.0 0.0 101.6% 91.4% 79.6%

60.0%

80.0%

100.0%

賃金の支払い状況

○ 直近の一現場（公共・民間）に従事させた技能者に対して支払っている賃金（※）について質問

○ 公共工事・民間発注工事にかかわらず、職層に応じた賃金支払いの傾向

（公共工事における元請に雇用される職長の賃金を100として値を算出）

※基本給、社会保険料の個人負担分、諸手当（時間外手当や休日手当を除く）、実物給与を含む日額の平均額（手取り額ではなく額面金額）について回答を求めた。
回答は、5,000円毎に設定した選択肢（例：15,000円～20,000円未満、20,000円～25,000円未満 等）から選択。 出典：令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

職長 班長等 その他技能者 職長 班長等 その他技能者

元請 100.0% 87.8% 78.4% 99.8% 89.3% 78.8%
一次下請 100.2% 89.3% 80.7% 100.6% 90.9% 81.3%
二次下請 95.6% 84.9% 78.6% 100.6% 91.0% 81.2%
三次以降の下請 0.0 0.0 0.0 94.0% 86.1% 78.5%

60.0%

80.0%

100.0%
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職長 班長等 その他技能者 職長 班長等 その他技能者

元請 48.6% 50.3% 49.6% 47.9% 48.6% 45.9%
主に一次 49.0% 48.4% 49.0% 46.8% 48.7% 46.7%
主に二次下請業者 41.6% 41.9% 41.0% 42.5% 39.3% 39.4%
主に三次下請業者 41.4% 46.7% 44.4% 44.3% 47.9% 37.9%

10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%

－

賃金の改定状況
○ 直近の一現場（公共・民間）に従事させた技能者の賃金の調査前１年間（令和元年１１月以降）の改定状況について質問。

○ 公共工事・民間発注工事で、元請及び一次下請の約５割に迫る企業が賃金を引き上げたと回答。一方で、二次下請において
は賃金を引き上げた企業が４割に留まっている。

○ 前回調査と比較すると、賃金を引き上げたと回答した元請及び一次下請企業の割合はわずかに減少。

賃金を引き上げた企業の割合

出典：令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

職長 班長等 その他技能者 職長 班長等 その他技能者

元請 54.4% 55.7% 54.9% 51.0% 54.5% 53.0%
主に一次 54.6% 55.6% 55.5% 51.4% 53.8% 52.6%
主に二次下請業者 45.9% 43.0% 38.9% 47.4% 47.0% 44.0%
主に三次下請業者 40.0% 53.8% 64.7% 45.7% 61.0% 47.0%

10.0%
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50.0%
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建設キャリアアップシステムへの登録状況

出典：令和2年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

○ 約３割が事業者登録を、約２割が自社の技能者を登録しているが、どちらも登録していないが約7割を占める。
○ 登録していない回答者にその理由を尋ねると「CCUSを知らないため」が約６割を占め、周知徹底が必要。

57.1%

28.6%

13.1%

12.0%

0% 20% 40% 60%

キャリアアップシステムを知らないため

費用対効果が不明なため

登録手続きが煩雑なため

その他

40.4%

27.7%

26.9%

16.8%

4.2%

0% 20% 40% 60%

登録していない(但し、登録を検討している)

事業者を登録している

登録していない(登録するつもりはない)

自社の技能者を登録している

その他

(1,340)

(813)

(1,949)

(1,301)

(743)

(372)

(171)
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建設キャリアアップシステムの活用状況

出典：令和2年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

○ CCUSに登録をしている企業において、直近の一現場における活用状況を調査。実際に活用できていない状況。

9.6%

7.4%

17.1%

19.0%

90.4%

92.6%

82.9%

81.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共工事(元請)

民間工事(元請)

公共工事(下請)

民間工事(下請)

活用した 活用していない

60.1%

45.9%

31.8%

12.1%

6.4%

66.2%

34.5%

22.3%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80%

公共工事 民間工事

80.2%

23.3%

8.3%

6.0%

6.2%

74.1%

25.5%

9.2%

5.9%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共工事 民間工事

入札説明書などに「建設キャリアアップシステ
ム活用」の記載がなかった

下請企業や技能者の登録が進んでいないため

カードリーダーを購入していない、又は台数が
不足している

現場情報や施工体制情報の入力が不明なため

その他

その他

元請から言われていないため

カードリーダーが設置されなかったため

事業所に所属する技能者がいないため

別業者の入退場管理システムを元請が使用して
おり、建設キャリアアップシステムと連携している
か不明のため

元請工事においてＣＣＵＳを活用していない理由

下請工事においてＣＣＵＳを活用していない理由
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建退共証紙の交付状況

出典：令和2年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

○ 公共工事では、直接雇用する技能者に対する建退共証紙の交付状況は「すべて交付している」が７割以上を占めた。
一方、下請に対する交付状況は６割であった。

○ 民間発注工事では、直接雇用する技能者に対する建退共証紙の交付状況は「すべて交付している」が５割と、公共工
事に比べ大きく減少。一方、下請に対する交付状況は「ほとんど交付していない」が３割と最も多くを占めた。

76.4%

79.5%

62.6%

63.6%

12.1%

10.8%

22.5%

19.3%

1.7%

1.7%

2.8%
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令和2年度

令和元年度

令和2年度
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すべて交付している（10割） おおむね交付している（6～9割程度） 半分程度で交付している（5割前後）

あまり交付していない（2～4割程度） ほとんど交付していない（1割以内）
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就労実績報告の受取有無／就労実績報告と証紙の請求有無

出典：令和2年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査

○ 就労実績報告の受取有無について、元請として請負った公共工事では、「すべての企業から受け取った」が６割を超えた
。一方、民間発注工事では「ほとんど受け取らなかった」が５割を超え、就労実績報告が徹底されていない状況。
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○ 発注先企業に対して就労実績報告を行い、建退共証紙の交付を請求している状況を見ると、下請として請負った公共工
事では、「請求している」が ６ 割を超えた。一方、民間発注工事では、「請求していない」が 4 割を占めている状況。
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（参考） 引用した調査の概要

【公共事業労務費調査】 （令和２年１０月）

◯国交省及び農水省等の公共工事から、１０月に施工中の、１件当たり１，０００万円以上の工事を選定母集団として調査対
象工事を無作為抽出（例年、約１１，０００工事、技能労働者数約１２万人が対象）。

○対象工事に従事した全ての技能労働者の調査票や賃金台帳等を、調査員が会場にて調査。

【令和２年度法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等に関する調査】（令和３年１月～２月）
◯建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会の会員企業を対象に調査、有効回答数は２，９１４者。
◯法定福利費を内訳明示した見積書の活用状況等についてＷＥＢアンケート。
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【令和２年度社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査】（令和２年１２月～令和３年１月）
◯建設業許可業者から無作為に抽出した３０，０００者を対象に調査、有効回答数は５，１２２者。
◯社会保険の加入、法定福利費や賃金の支払い状況についてＷＥＢアンケート。

【令和２年度入札契約適正化法等に基づく実施状況調査】（令和元年度実績）
◯公共工事の発注者１，９３１団体を対象に調査。（国19機関、特殊法人124法人、地方公共団体47都道府県、20指定都市、1，721市区町村）

◯入札契約の適正化の取組状況について、メールによる調査・回答を実施。

【令和２年度下請取引等実態調査】（令和元年７月～令和２年６月）
◯全国の建設業者から無作為に抽出した１８，０００業者を対象に調査、有効回答数は１３，２９１者。
◯元請・下請間の取引実態や社会保険の加入状況等について、郵送による書面調査。


